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要旨
　地域自立支援協議会は、障害者支援のネットワーク構築ために中心となり活動することが期待される機
関である。大阪市は、区地域自立支援協議会に参画し地域における相談支援体制の中核的な役割を障がい
者相談支援センターに課している。現在では、24 区全区に障がい者相談支援センターを中心とした区地
域自立支援協議会が設置されている。そこで、区地域自立支援協議会や地域における障害者支援の現状と
課題を把握するために、障がい者相談支援センターの職員にインタビュー調査を行った。
　結果は、【活動推進の条件】【活動の膠着】【連携困難な事業者の増加】のコアカテゴリーが生成され、
行政が参画している組織の受け入れられやすさを活用して、意欲的に障害者福祉支援の周知を行っている
状況、制度的課題、地域の事業所の意識の変化などが明らかになった。
キーワード：区地域自立支援協議会、障がい者相談支援センター、障害者地域生活支援、質的調査
Ⅰ．研究の背景
1．はじめに
　自立支援協議会は、平成22年に公布された「障がい者制度改革推進本部等における検討を
踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための
関係法律の整備に関する法律」1）（平成 22 年法律第 71 号）により、障害者等に関する情報を
交換し、地域の障害者等の支援体制を充実・強化していくために法定化された。現在、名称
を協議会とし、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障
害者総合支援法」という。）第 89 条の第 3項に、地方公共団体への設置の努力義務を規定し
ている。同法第89条第 3項の 2には、その役割として「関係機関等が相互に連絡を図ること
により、地域における障害者等への支援体制に関する課題について情報を共有し、関係機関
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等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備についての協議を行うも
の」と明記され、障害者等やその家族に加えて、障害者総合支援法に基づく支援にかかわる
事業者、教育や就労の関係者等地域の実情に応じた関係者を参画させることも目的としてい
る（障害者福祉研究会編集 2013）。
　自立支援協議会には、市町村自立支援協議会と都道府県自立支援協議会があるが、本稿で
論じる大阪市の区地域自立支援協議会は、機能としては、市町村自立支援協議会にあたるも
のであり、大阪市の24区の各区の自立支援協議会の役割を担う、地域に最も身近なところで
ネットワークを作り上げていく機関である。
　地域自立支援協議会の機能には、困難事例や地域の現状・課題等の情報共有と情報発信を
行い、地域資源の機能共有と評価を行うことで、互いの機能を確認しギブアンドテイクの関
係性を作り上げ、真のネットワークを構築する情報機能、地域の関係機関によるネットワー
ク構築と困難事例への対応のあり方に対する協議・調整を行う調整機能、地域の社会資源の
開発・改善を図る開発機能、構成の資質向上の場として活用する教育機能、権利擁護機能、
委託相談支援事業者等の個別の相談支援過程、地域の社会資源整備、行政や法制度に関する
評価機能の 6つの機能が想定されている（自立支援協議会の運営マニュアルの作成・普及事
業企画編集委員会 2008）。
　地域自立支援協議会の運営は、社会資源の状況、人口規模などの事情に応じて組み立てる
ことが重要であるので、地域事情により異なる。個別支援会議を基盤とした地域全体の状況
を把握するために事業所等の代表者が集まる全体会や定例会議、運営会議などがあり、分野
ごとに相談支援、児童支援、就労支援などの部会を設置することが通常の形態である。
大阪市における区地域自立支援協議会の概要
　大阪市の地域自立支援協議会は、平成 20 年 4 月に大阪市地域自立支援協議会が設置され、
その後、各区にも区地域自立支援協議会が設置された。現在では、24区全区で区役所と各区
に一ヶ所設置されている障がい者相談支援センターを中心に運営されている1）。運営体制は、
区の事情により異なるが、区全体の状況を把握するために事業所等の代表者が集まる全体会
や定例会議、運営会議などがあり、各分野ごとに相談支援部会、児童支援部会、就労支援部
会などの部会を設置している。通常、全体会は年数回程度、部会は 1か月に 1回程度である
が、多いところでは毎月全体会を実施している。各区の部会設置数は 1件から 7件、部会の
開催頻度も年に1度も開催できてない部会から年45回実施している部会もある。区地域自立
支援協議会は各区で活動に開きがある（第 1回大阪市障がい者施策推進協議会地域自立支援
協議会資料 2017）。
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Ⅱ．調査の概要
1 ．調査の目的：区地域自立支援協議会の実態とそれを取り巻く地域状況を明らかにする。
2．調査対象：大阪市内にある 24 か所の内、調査の同意を得られた 14 か所の障がい者相談
支援センターで事務局などの区地域自立支援協議会の業務に実際に従事している事情に
詳しい職員 1名を対象とし、対象者の要望で情報を補足する役割として 1名補助的に参
加してもらったところもある。主に回答した対象者の基本属性は、社会福祉分野の職業
歴については、最長で445か月、最短で 38か月、平均すると 206.7か月、社会福祉に関
する資格所持については、相談支援専門員が最も多く 6名、介護福祉士が 4名、社会福
祉主事が 4名、社会福祉士が 3名、精神保健福祉士が 2名、介護支援専門員が 1名であ
った。その他ピア・スタッフが 3名いた。
3．実施期間：平成 29 年 6 月 16 日から平成 29 年 8 月 16 日
4 ．インタビュー方法：半構造化面接。
5．インタビュー時間：34 分 30 秒～ 60 分 23 秒　平均時間 46 分 58 秒
6 ．インタビュー内容：①区地域自立支援協議会の現在の概要について
　　　　　　　　　　　②地域の情報収集・共有について
　　　　　　　　　　　③障害福祉事業者との連絡調整について
　　　　　　　　　　　④地域事業者等との連絡調整について
　　　　　　　　　　　⑤区地域自立支援協議会が開催する研修について
　　　　　　　　　　　⑥事業所と区の社会資源の評価について
　　　　　　　　　　　⑦地域での権利擁護について
　　　　　　　　　　　⑧区地域自立支援協議会運営の予算について
　　　　　　　　　　　⑨区地域自立支援協議会を運営するデメリットについて
　　　　　　　　　　　⑩区地域自立支援協議会の権限について
　　　　　　　　　　　⑪区自立支援協議会設立以降の障害福祉活動の変化について
　　　　　　　　　　　⑫区自立支援協議会の活性化について
7．分析方法：インタビューの回答は録音して逐語録を作成した。M-GTAを援用して、重
要と思われる回答をコーディングし、回答を概念として整理、カテゴリー化を行って分
析した（木下 1999）。
8．倫理的配慮：インタビュー調査依頼の文書等で調査で調査の目的及び研究内容について
説明し、結果については，当該研究における調査・分析のためのみに使用し，当該事業
所にかかる実名等を公表することは一切ないことを明記した上で同意を得た。
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Ⅲ．結果と考察
　調査の結果、22 の概念と 9つのサブカテゴリー、3つのコアカテゴリーが生成された。コ
アカテゴリー、サブカテゴリー、概念、概念の定義は表 1に示した。
　以下、結果とともに、コアカテゴリーは【　】、サブカテゴリーは《　》、概念は〈　〉で
示してコアカテゴリーごとに考察する。
　なお、回答はインタビュイーが特定されないように、内容に支障のない程度に変更してい
る。代表的なインタビュイーの回答は「」で示す。回答が長く略しても支障のないものにつ
いては、「…」で中略した。「区地域自立支援協議会」を「協議会」と表現するような、明ら
かに正確な表現で回答していない場合には正確な表現に修正している。回答内の（　）に記
載した文言は筆者が補足したものである。また、回答の後にあるアルファベットは回答者の
別を示す。
　【活動推進の条件】は、さまざまな課題を持ちながらも、それぞれの区地域自立支援協議会
が、集まり、協議し、工夫して、その活動を推進していくための最低限必要とされる要素で
ある。
　活動を広げるために、障害福祉サービス事業者だけではなく高齢者分野を中心に他の領域
への活動が積極的に実施されている。障害福祉分野は特に高齢者分野と比較して知名度が低
く知らない人も多いので、あらゆる機会を捉えて周知したり、今後の支援のために高齢者を
中心としたケア会議などにも参加している。代表的な回答としては、「一事業者だけで抱え込
んで終わるようなケースよりも、連携する支援の方が正直増えてるかなと。それは障害だけ
でも、中でもそうですし、高齢とかの他の分野とも連携とかいうのでの地域の支援っていう
のは増えてるのかなとは思いますね…支援学校とかの連携で支援学校に赴いて PTAとかと
の座談会みたいのを設けるような取り組みとかをやってたりはしますね」（Ｂ）、「地域包括支
援センターの方から相談があったりとか…そういうことで一緒に入ったりするケースがすで
にあるので、その辺も踏まえて、地域包括支援センターに来てもらって…地域包括支援セン
ターからは、あの一応障害のことのまあ、制度のことがよくわからないので教えてほしいと
か」（Ｄ）、「高齢のこと介護のことなんかでお困りやったら地域包括支援センターがあります
よと、私とこも一緒に行って、大阪市の委託で障がい者相談支援センターをやってて、色ん
な相談、家まで行ってやるから知ってほしいって。区地域自立支援協議会としての位置付け
と区障がい者相談支援センターの位置付けのなかで、区地域自立支援協議会のなかでもこう
いう取り組みをして、広報啓発がね、障害について理解して頂くのとそういう相談窓口があ
ることを理解して頂くということでやってる」（Ｈ）、「ほんとに障害はもう全部後回しです…
だからもう僕らはやっぱりこう、出ていかないとこうやっぱ認知されないっていうか」（Ｍ）
などがある。
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　周知のための活動も重要であるが、集まる場としての区地域自立支援協議会があるからこ
そ広がりが推進される面がある。インタビュイーは、定期的に集まる場としての区地域自立
支援協議会の〈つながりの強化〉について次のように答えている。「ほかの分野の方と関わる
機会っていうのは、僕ら相談はあるかもしれないですけれども、ほかの例えば、ヘルパー事
業所さんが就労系のサービスの事業所さんと関わる事っていうの、やっぱりなかなか少ない
表 1
コアカテゴリー サブカテゴリー 概　　　念 定　　　　　　義
【活動推進の
条件】
《地域障害福祉を
広げる》
〈他分野への参加〉 障害者福祉は周知されていないので、さまざまな機会に参加していくこと。
〈つながりの強化〉 定期的な集まりのなかで、関係性ができていくこと。
《信用の獲得》
〈区役所との
関係の再構成〉 区役所との協働の機会が増え、関わりが深まること。
〈看板を借りる〉 活動が一事業者のものではなくなり、展開しやすくなること。
《活動展開の
工夫》
〈社会資源開発の
模索〉
業務を超えて活動したり現状の社会資源のなかで工夫して、
利用者のニーズにマッチングすること。
〈財政的工面〉 必要な予算は、工面したり外部資金の獲得を試みること。
《進展のための
学び》
〈学習機会
としての会〉
会議などで出される他の事業所の意見や活動が参考になる
と考えること。
〈他区の活動への
関心〉 活動展開のための他区から学ぶ姿勢のこと。
【活動の膠着】
《課題解決システ
ムの脆弱》
〈自由に使える
予算がない〉
研修の講師依頼、啓発チラシ作成など状況に最も相応しい
形で使える予算がないこと。
〈多い区で解決
できない問題〉
事業などの社会資源開発の認可は市で行われるので、区レ
ベルでは対応できないこと。
〈課題解決へと話が
進まない〉
大阪市の地域自立支援協議会や大阪市に政策提言できるシ
ステムが機能していないこと。
《本来業務との調
整困難》
〈相談支援業務との
バランス〉
障がい者相談支援センターの相談支援業務と兼任で区地域
自立支援協議会の業務に時間を割くことが困難であること。
〈事業所の業務の
多忙〉
事業所等での業務が忙しく、参加者の活動のための時間の
都合がつきにくいこと。
〈事業者への遠慮〉 本来業務がある中で、事務局側が区地域自立支援協議会の業務を頼みにくいこと。
《中心メンバーの
固定化》
〈事業者の固定化〉 積極的に活動する新しい参加事業者が増えないこと。
〈事業者の意欲差〉 参加している事業者等で地域づくりの意欲に差があること。
〈支援者スキルアッ
プの困難〉 支援力のある職員が育ちにくいこと。
【連携困難な
事業者の増加】
《つながりを求め
ない事業者》
〈広報目的の参加〉 参加者が地域の課題を協議するのではなく、広報目的で参加すること。
〈情報収集目的の
参加〉
参加者が地域課題等の協議を目的として参加するのではな
く、情報収集のみを目当てに参加すること。
〈経営最優先の
事業者〉 話題が収益の話に終始したり、利用者集めの話になること。
〈地域に関心の薄い
事業者〉
事業所単独ではなく、地域で支援していこうと考える事業
所が減少していること。
《障害者支援に疎
い事業者》
〈他分野からの
参入〉
高齢者分野やこれまで福祉業務を行ったことがない事業者
が生まれていること。
〈障害福祉サービス
の質の低下〉
社会福祉の専門性が欠けている事業者が目立ってきている
こと。
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部分もあるし」（Ａ）、「やっと顔の見える関係作りとか…一緒にしようという事業所が増えて
いる。こっちから色んな事業所使うのに一つで回せてないんで。おのずと地域包括支援セン
ターやったり、事業所、就労支援継続B型の事業所やったり、居宅やったり、生活介護やっ
たりとか上手いこと連携をしながらですね、増えていったりしている」（Ｂ）、「来ませんかい
うことで、放課後等ディサービスとか生活介護とか就労継続支援A型、就労継続支援Ｂ型と
か、それでみんな集まりに来てお祭りとかイベントとか色々なね、それでみんな顔合わす、
友達になって…（区地域自立支援協議会が）出来る前はばらばらでしたね。名前も顔も知ら
ない人が多くて…最初は僕もしぶしぶやってたんですけど良かったですね。やっぱり顔が、
ネットワークが広くなる」（Ｃ）、「自分たちの持ってるつながりの量が圧倒的に増えるので、
顔が見えてるのと見えてないのでは全然違う。そこは地域と一つの法人のつながりが確実に
強くなったと思う。（区地域自立支援協議会が）ないと個別のその時だけの連携になる、絶対
必要だと思います」（Ｅ）、「顔が見えるようになった、やっと顔が見えるようになったって感
じですね」（Ｋ）、「何が変わったかというのは、施設同士が仲良くなったとか…今やったら定
期的に区地域自立支援協議会ということでコンタクトをもっているから、密度が全然違うで
しょうね」（Ｉ）。
　社会福祉の視点で目標とする地域をつくるためには、情報を収集し地域の状況把握を前提
として活動を広げていく必要がある。そのためには、依頼する事業所に対しての信用も必要
である。その際、区役所との関係性も含めて「区地域自立支援協議会」の看板は有効に働く。
〈区役所との関係の再構成〉という意味で、「仲良くなったなっていう感覚とか、そのサービ
スの時とかに、こう話がしやすいなとそういう副次的な効果はあります…区が事務局やって
た時代は部会をやらしてって言っても、絶対あかんて言われてたんですよ…区役所側が多分
僕らの感覚としては交渉みたいになるのを恐れてたんやと思いますね…担当の係長さんとか
も日々の連携が取れるようになってるので」（Ｄ）、「前よりは行政と一緒にいろんなことをす
るようになった」（Ｉ）、「行政とのつながりがすごく、まあ事務局やってもらってるというと
こもあるんですけども、まあ結構強くなって、結構何でも、何でもじゃないですけども、結
構やり取りしやすいというのは大きなメリットかなあと、区地域自立支援協議会が多分なか
ったら、ここまでケースのやり取りはあってもそういう地域のことどうしていきましょうっ
ていう、一緒に考えましょみたいな、時間っていうの、なかなか多分、区地域自立支援協議
会っていうものがなければ、意図的に設けるって結構難しいちゃうんかなと」（Ｊ）と回答し
ている。
　また、「任意団体とはいえ、各個人の団体に行くわけじゃないので行きやすいですね。障害
施設に回っているので、障害施設さんも結構、各区の地域自立支援協議会かんだりしてるん
ですよ。だからね、区地域自立支援協議会ですっていうふうになったら、あ、区地域自立支
援協議会さんはそういう活動してはるねんな、という風に認知されて、一団体がこう自分ら
のやつで来てるっていうふうには全然、全くそういうのではないですけど、そういうふうな
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捉え方をされない。結構スムーズにいけますね…一団体ではやりにくいですよね。何でお宅
の団体が、という事になりますから。区地域自立支援協議会が大きいなとは思います。役所
の名前が入りますんで」（Ｍ）、「単独ではなかなかっていうところなんですけど、区地域自立
支援協議会でこういうことするんでって形で、こう、まあ大義名分ではないですけども、そ
ういうのを持って、話ししに行って」（Ｊ）という回答からは、区役所と密接なかかわりを深
めながら、区地域自立支援協議会の〈看板を借り〉て、活動を進展させていることが分かる。
　区地域自立支援協議会の重要な役割には、社会資源開発がある。社会資源には、インフォ
ーマルな資源とフォーマルな社会資源がある。フォーマルな社会資源は障害福祉サービスの
事業者や医療機関など社会福祉や保健医療の専門機関や制度等であり、インフォーマルな社
会資源は、家族や知人、ボランティア、コンビニエンスストアーやスーパーなど医療保健福
祉機関等に限定しない社会資源である。〈社会資源開発の模索〉の具体的な回答は、「地域の
軽度の障害の人と知的障害の人とか精神障害の人が日中は作業所行ってるけど、土日になっ
たら、何していいか分からないっていうので、集まる会というのを作って…ショートステイ
やってるんです…利用者さん向けに緊急の時は職員が泊まるとか、そういうふうにしてる。
そういうとこはちょっとずつ増えてきてる」（Ｉ）、「送迎がやっぱりうちやってないとか、そ
んな話がやっぱりこの前も日中活動の部会でやっぱり出たんです。ここまでこういう利用者
さんがいるんだけども、やっぱりこういううち送迎範囲じゃないからって断るんです、みた
いなところで。その中でよかったなあと思ったのは、うちそこ送迎範囲ですよみたいな、ち
ょっと意見がぱっと出たりして」（Ｊ）などである。社会資源が不足している分、事業者等が
範囲を広げて取り組んだり、善意で利用者のニーズに応えるなど区地域自立支援協議会の中
で調整ができた事例もあがっている。一事業者での対応ではなく、定期的な集まりを持った
連携によって成せる支援である。また、「それぞれに知り合いになってきて、ネッワークが出
来てきたかなあと。その次にもうちょっとちゃんと僕らが考えてやろうとしてることを、行
政と一緒に出来るというふうな段階なんかなあというので、どういうふうにしたら予算と結
びついてくのかなあっていうので、色々検討して去年から区長との話し合いをもっているん
です」（I）と行政側との話し合いの場を持っている区地域自立支援協議会もある。
　区地域自立支援協議会には、ほとんど予算があてられていない。予算確保は重要な課題で
はあるが、財政的に困難な状況にあっても独自で、〈財政的工面〉に努力をしている。例え
ば、「うちはそういうその助成金を探して…イベントっていったらイベントの予算とかそうい
うのをネットで見つけて申請して、もらえるかもらわれへんかの瀬戸際で、その時はね応募
するんです」（Ｃ）、「区地域自立支援協議会の予算が、多少なりともある。ただ、いわゆる講
師謝礼の相場とはかけ離れるので、それでも来て下さる方を委員の中の人脈を使って探す感
じ」（Ｆ）、「基金を取りに行ったりとか、そういう形で、まあ何とか運用してやってるのが現
状です…基金というかあれなんですけど、寄付金みたいなもんですけどね」（Ｍ）などの回答
がある。
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　運営している委員が学ぶ姿勢を持つことも重要である。「こういうことを考えてるんやと
か、こういうことの発想の転換が…参考になることが多いですね。それ否定せずに、こうい
うこともあるんやなぁと思いながら、こういうことをちょっと真似しようかなぁとかが多く
なりましたね」（Ｃ）という回答からも、〈学習機会としての会〉として、地域の事業者の考
えや活動を知る機会になっていることがわかる。また、学習姿勢はその区の地域自立支援協
議会の中だけではなく、〈他区の活動への関心〉に広がる。「他の区はどうやってるのかとい
う所は、実はちょっと興味があるところでもあって…（会議も）回数が多いからといって、
質が良いとは限らないですよね。（少ない回数で）すごく凝縮された熱い議論があるのかなと
思ったり、部会をたくさん持ってらっしゃる区もあったりするので」（Ｆ）、「でもまあ、地域
の差があるので、どうしてもアレなんです…あるんですけど、やっぱりでも、他の区地域自
立支援協議会がどういうことしてるんやろうとか。…生の声じゃないですけど、なんかそう
いう、こう、ウチらこんなのやってるよとか、そういう話やったらこんなんやってみたらと
か、こう話というか、何か知る機会があれば、いいかなと。それぞれのセンター、区地域自
立支援協議会さんで工夫されてることって絶対、あると思うので、まあそういう工夫されて
るところをお聞き出来たらなあと」（Ｊ）、「他区の地域自立支援協議会との、なんなんだろ
う、こう、交流というか、その、情報交換できるようなものがもしあれば、個別には行くん
だけど、なんかそういうものがもしあればありがたいなぁ、という感じはします」（Ｋ）など
主要な役割を担う、地域づくりに関するインタビュイーの熱意が感じられる。
　【活動の膠着】のサブカテゴリーには《課題解決システムの脆弱》があるが、これは区地域
自立支援協議会では解決できない制度的課題と地域の事業者の地域づくりに関する視点にか
かわっている。〈自由に使える予算がない〉ことは、膠着の大きな要因である。回答には以下
のようなものがある。「区地域自立支援協議会でやりたいものが 100％実現できるかっていう
と、やっぱり乗っからしていただく以上は相手の主旨もある程度取り入れてやらないといけ
ない…その目的とこの区地域自立支援協議会での取り組み内容が 100％やっぱり一致するっ
て事はないので、その辺でのもどかしさみたいなもの、ありますよね。ちゃんと予算がつい
てたら、それはできるし、講師もちゃんと、この人に来てもらってやってもらいたいってい
うのとかもやっぱりあったりはするんで」（Ａ）、「チラシを作るじゃないですか…こう綺麗な
こうチラシ作りたいんですけど、いい紙でいくかとかカラーでいくかとかね。絶対あかんの
ですよ。カラー刷りもしてくれへんし、白黒で」（Ｄ）、「予算的な、ところの保障ですね。も
うちょっと裁量をあの、自由に使えるような形にできないかなという」（Ｍ）、「予算なさす
ぎ。区地域自立支援協議会のイベントの保険に入るだけのお金も出るかでないか…参加費と
ってそこでまかなうとか。学生の高校生のボランティアに手伝ってもらったりするんやけど、
お昼ご飯代ぐらい出さないとってなるんですけど、そんなんも全部全然予算はないんで、イ
ベントなんか皆一生懸命準備してきてお金払って参加して、何？っていうねぇ」（Ｉ）。
　次に〈多い区で解決できない問題〉、〈課題解決へと話が進まない〉というシステムの問題
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がある。インタビュイーの回答は、「区だけであの何か改善できるていうものではない、ない
ものが多い」（Ｄ）、「課題が大きくなればなるほど、区内だけで収まる話でもないし、区の地
域の協議会だけでは話にならない」（Ｆ）、「やっぱり、大阪市のこの地域自立支援協議会って
いう仕組みが、市の地域自立支援協議会と区の地域自立支援協議会っていうので、権限が異
なるというか…、これが他市の政令指定都市ではない所の市であれば、たぶん市の地域自立
支援協議会だけやと思うんです。そこでの部会であったりとか、その大きい会議の中でいろ
いろ課題に解決に向けて取り組みをどうしていこうかとか…課題解決をしていくためのなん
か、仕組みっていうのがちゃんとできあがれば、たぶん、言っていったら変わるんだってい
う思いにもつながると思うし、もう少し温度差っていうものもなくなっていくんじゃないか
なっていうのは思いますね」（Ａ）、「大阪市の仕組み上でしょうけど、区でいくらその大阪市
の課題こんなんあるんやって話したところで…政策提言に行かないから、こう例えば社会資
源が足りへんていう課題あげても、それだけていう…。それ一番やるせないですね」（Ｄ）、
「問題をちゃんと市にあげていくそういうルートっていうのか…例えば次のステップとして、
単にネットワークといったらネットワークで解決できる部分あるけど難しい部分も結構ある
ので、ちゃんとしたもんをね、政策というのかね…だんだん私らも含めモチベーションが下
がるっていうんですかね、一生懸命しんどいのに…一生懸命集まってこうやああやって言っ
ても…そこで終わるっていう…だから、こんなんができたっていう何かこう成果っていうの
か出てこないと、どこまでやれんのかなあっていう…区地域自立支援協議会ではこんなこと
を考えているんやけどということはあげてはいってるけれど、それは活かしてはまだもらえ
てない。つながらないですね」（Ｉ）。
　《本来業務との調整の困難》は、区地域自立支援協議会は研修などの活動予算が少ないだけ
でなく、多くは各事業者の善意で業務を遂行していることを意味しているが、各区の障がい
者相談支援センターには、大阪市の障がい者相談支援センター要綱第 4条（2）に、「自立支
援協議会に参画するとともに、地域における相談支援体制の中核的な役割を担い、協議会を
構成する相談支援事業者等に対する専門的な指導、助言等に関する業務と自立支援協議会に
おいて総合的に課題を集約し、既存の社会資源を地域ニーズに合わせて改善又は新たに開発
することに向けた取組み」が課せられている。つまり、障がい者相談支援センターは、機関
での相談支援業務とは別に、区地域自立支援協議会の業務が求められているということであ
る。
　しかし実際には、回答にもあるように、〈相談支援業務とのバランス〉は難しい。「その本
来業務がどれだけ忙しいかっていうのもそうですし」（Ａ）、「だからうちのセンターは委託も
やらなければいけない、計画相談支援もやらなければいけない、虐待もやらなければいけな
い、差別はやらなければいけない中で、やっぱり区地域自立支援協議会というのは一応重い
任務だと僕は思ってますから…だから、なかったら他の委託とか計画相談支援にもっと時間
を費やすことができるから、結構、区地域自立支援協議会で根回しとかしなければいけない
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のね、それに結構な時間がかかりますね」（Ｃ）などの回答はそれを示している。
　一方、地域の各事業所には、障がい者相談支援センターと同様の条件はない。区の地域自
立支援協議会などに参加し地域づくりを行うことを求められていない。以下のような回答は
そのような状況を表していると言えよう。「1回目は、集まりは結構いいんですよ…2回目ぐ
らいからやっぱりちょっとこう、思ってたのと違うって思われる部分もあるんかもしれない
し、業務があまりにもやっぱり忙しくて、やっぱりその会議に参加する時間がないっていう
所もあるので、まあ、あの、割とちょっとこう人数が（少なくなる）」（Ａ）、「やっぱり地域
に目を向けていこうというところで地域にちょっと働きかけることをしませんか、というこ
とで投げかけてたんですけど、いやあ、今の業務で精一杯でそこまでようしませんわという
か」（Ｎ）。
　このような状況は、事務局側の〈事業所への遠慮〉を招く結果となる。実際には、「難しい
んですよ、なんかこれ区自立自立支援協議会ってやればやるほど、なんていうかな、みんな
にボランティアを頼むっていう事になるので…事業があってお金取れるわけじゃないから。
だからまあ僕らは一応中核的にやろうという障がい者相談支援センターになってるので頑張
りますけど、あのー、お願いするってなるとねえ、こうすごい気遣うというか…そもそもそ
の本来の仕事にプラスしてお願いすることになるので、ちょっと時間とれないとかそういう
ところもね、あると思うので、なんかこう、どこまでなら協力してもらえるかというのを模
索しながらこちらも、もちろんやりますから、ていうその前提がないとやっぱり協力してく
ださい、わかりました必要ですよね、ていう話には当然なりにくい…のが現状ですよね」（Ｄ）
などがあり、さらに、《中心メンバーの固定化》につながっていく。《中心メンバーの固定化》
の回答には以下のようなものがある。「相談支援の事業所もその、自分ができないうちはね、
分からへんうちは相談部会来て色んな相談をかけてくれるんですよ、でもまあ、もうできる
なって、なってくると来ないんですよね。あの自分でできるんで」（Ｄ）、「ただ出てくれると
こと出てくれないとこも、割とはっきりはしてきてるかなと感じはしますので」（Ｋ）、「広が
りが少なくなってきてますね…名前があっても来れてないところは、ずっと来れてないとか、
そういうのがやっぱりありますね…呼びかけに行くんですけどやっぱり 1回も参加しないと
ころはしないんですよ。でも、毎回来てくれるところは来てくれはりますし」（Ｎ）。
　このように地域では〈事業者の固定化〉が生じ、このことと相まって〈事業所の意欲差〉
も顕著である。「勝手にやってるわみたいな感じ…そんなん知ったことないわっていうところ
もありますよね。障害の分野でも」（Ｃ）、「ビギナーじゃなさそうな人もいつまでもビギナー
みたいな顔して、座っているので、なんていうか例えば部会の運営をお願いするまではいか
ない。そこにこう、参加するだけになる」（Ｄ）、「初めだけは来て、お願いしますと来はる
が、実際来ない時は、あれ？　来るって言ってはったのになぁ？…初めは良かったけどね、
みたいな感じで、新しく参入して来られた所の温度差は結構ある」（Ｆ）などの回答がある。
　人材の確保は、社会福祉分野全体の問題でもあるが、区地域自立支援協議会での業務には
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一定の力量が必要である。「相談支援専門員の数もそうですけど、区の講座というか研修を終
わった人はいてるんですが、いかにこうスキルアップをしてもらうんかというのは頭の痛い
ところやね」（Ｄ）、「普通の相談員じゃなくて、そのなんていうんやろ、後方支援する立場の
人が少ないので。誰がまとめていくのかっていうね」（Ｎ）という回答は、〈支援者スキルア
ップの困難〉を表していると言えよう。
　最後のカテゴリーである【連携困難な事業者の増加】は、《つながりを求めない事業者》と
《障害者支援に疎い事業者》で構成されている。《つながりを求めない事業者》の〈広報目的
の参加〉、〈経営最優先の事業者〉、〈地域に関心の薄い事業者〉の概念は、支援につながりを
求めない支援観を有している事業者が増えていることを示している。事業者は地域ネットワ
ークを目的として参加するのではなく、以下の回答のように、それぞれ個別の事情を参加の
目的としている。「ただ単なる宣伝活動の場として参加されている人もいて」（Ｂ）、「事業所
だけで。事業所は中にはやっぱり自分のところにこう、あのお客さんをたくさん来てほしい
から、宣伝のために、ここ来るていうようなところもあったりするので」（Ｄ）、「新しい方
は、初めの時は、宣伝込みで来はるんです」（Ｆ）、「お客さん連れて来たら手数料を支払いま
すよ、そういうのもあったんですよ」（Ａ）、「金にならへんとか、今月の稼ぎはいくらやった
かとか、一人分をやっと行けたわとか、そういう感じの話になったりもするし、あれなんか
こう支援…まあまあ障害者本人の支援の話してるかと思いきや、経営の話をしてたりになっ
ちゃう」（Ｄ）、「ほんまに心底地域を考えようとかっていう事業所は正直少ないという現実か
なというのは思う」（Ｂ）。
　《障害者支援に疎い事業者》は、〈他分野からの参入〉と〈障害福祉サービスの質の低下〉
で構成されている。〈他分野からの参入〉は、「福祉全然関係ない仕事を前はやってました。
で、あの、この事業はできるので、あの、立ち上げました、という所もやっぱり来られるん
ですよね」（Ａ）、「相談支援事業所 1年くらいで 8～ 9 件位増えました。急に増えたんです
よ。傾向で見ると、元々高齢のケアマネジメントの事業所やってた所が、障害の相談にも手
を広げはったということで」（Ｆ）、「放課後等デイサービスなんか全然関係ないとこから経験
ないとこから来てたようなのがある」（Ｉ）など障害者支援を始めるために知識や経験のない
事業者が参入していることがわかる。
　また、〈障害福祉サービスの質の低下〉は、明らかに不適切と思われる事業所の支援の状況
を指摘している。「質にこう差が出てくるとか、量は割とこう、それで満たされるんですけれ
ども、質がこう問われてくる部分がやっぱりありまして…何かそこの対応おかしかったよね、
みたいなね、話が出るんだけれども」（Ａ）、「グループホームが足りないとか…増えてきてる
のはいいけど、質がちょっととか。そういうのもあります」（Ｄ）、「あまりいい事業所がない
んですよ…放課後等デイサービスとか就労継続支援Ａ型とか結構ね…4、5年前くらいからぼ
つぼつ事業者さんが新たにできてきたんですけど、そのできてきた事業者さんがちょっとや
っぱ質的に良くないところがあって」（Ｇ）、「全体としてね、支援のレベルがかなり低下して
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いるっていうね、本人主体の支援なんか程遠いということをやっている放課後等デイサービ
スとかね。結構あって」（Ｉ）などである。
Ⅳ．まとめ
　今回の区地域自立支援協議会のインタビュー調査から、以下のようなことが明らかになっ
た。
　障害者支援は、高齢者支援に比べて地域に周知されておらず、よく知られている高齢者分
野の活動など他の領域の活動と連携しながら周知していく必要がある。組織としてのメリッ
トとしては、一事業所の活動ではないので他の事業所等にも活動が受け入れられやすい。そ
の際、行政が参加していることは信用の獲得に重要な役割を果たす。各区ともに活動の展開
については苦慮しており、他の区の活動にも関心を示している。特に実際の交流などを通じ
て、活動の工夫や課題の克服の参考にしたいと考えている。
　課題は、次のようなものである。区地域自立支援協議会には自由に使える財源がないが、
経費の工面には限界があり活動には費用を持ち出さざるを得ないこともある。情報収集し課
題を共有しても、区レベルでは解決する手段がない場合が多く、課題だけが山積する。具体
的な社会資源の開発など目に見える成果がないと意欲低減につながる。人材については、障
がい者相談支援センターの職員は、相談支援業務と兼務となっているため手が回らない。他
の事業所の場合は、事業所での業務が忙しく活動が困難になっている。事務局を預かってい
る委員が、他の事業所に活動の役割を依頼することに遠慮が生じている。また、地域でのネ
ットワークを構築できる技能のある人材育成も困難となっている。そして、活動に対して積
極的な事業所と消極的な事業所に分かれる結果を生んでいる。
　今回のインタビュー調査で、障害者支援の環境づくりや地域づくりを積極的に考えて参画
している事業所の固定化と支援の質の低い事業所の増加が明らかになった。特に就労継続支
援Ａ型と放課後等デイサービスの急増と質の劣化は、全国的な問題となっており厚生労働省
はその改善に向けた通知を発令している2）。おそらくこの問題は、今回の調査で明らかにな
った他の課題との関連性を有するものである。これは、社会福祉専門職の専門性を問う重大
な問題であり、区地域自立支援協議会の課題というよりも区地域自立支援協議会に与える地
域の状況の変化というべきものである。一事業所だけで行なえない地域での支援は多い。ま
た、本人や家族を支援することだけではなく、その環境である地域づくりを前提としない社
会福祉活動は、活動の幅を広げ、その考え方を浸透させていくことはできない。このような
状況を防ぎ、区地域自立支援協議会が地域に影響を与えられるように、財源等課題解決シス
テムを整備することが重要である。
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注
1） 文中にある「障がい者」の表記は、法律名、機関名をそのまま記載しているものである。
2） 就労継続支援Ａ型については、就労継続支援Ａ型計画作成の必要を求め、その内容が「一人一人の利
用者の希望を踏まえず、画一的なものとなっている場合や、記載内容に虚偽がある場合等には、勧告、
命令の措置を講じ、指定の取り消しや停止を検討すること」とする、「指定就労継続支援Ａ型における適
正な運営に向けた指定基準の見直し等に関する取扱い及び様式例について」（平成 29 年 3 月 30 日）を
発令し、放課後等デイサービスについては、「発達支援を必要とする障害児のニーズに的確に対応するた
め、質の向上と支援内容の適正化を図る観点から、放課後等デイサービスガイドラインの活用を徹底す
るとともに、発達支援等の子どもに関する支援の専門的な知識・経験を有する者の配置を求めるほか、
障害児本人の発達支援のためのサービス提供を徹底するなど、制度面・運用面の見直しを行うべき」と
し、「放課後等デイサービス事業所の質の向上のための取組について」（平成29年 4 月 3 日）を発令し
ている。
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